
佐賀県海砂利採取計画認可要綱 

(目的) 

第１条 この要綱は、佐賀県における海砂利採取に関し必要な事項を定めること

により、海砂利の採取に伴う災害を防止し、海砂利採取業の健全な発達、水

産資源の保護、自然環境の保全及び骨材資源の安定的な供給に資することを

目的とする。 

(採取資格) 

第２条 砂利採取法（昭和43年法律第74号。以下「法」という。）に基づく海

砂採取計画の認可申請を行おうとする者（以下「砂利採取業者」という。）

は、県内に主たる事業所を有する法人又は個人でなければならない。 

（海砂採取船の制限） 

第２条の１ 海砂利採取に使用する船舶（以下「海砂採取船」という。）は、別

に定める「佐賀県海砂利採取船登録規程」により知事の行う登録を受けなけれ

ばならない。 

２ 登録できる海砂採取船は、採取業登録を行っている砂利採取業者が所有す

る船舶に限るものとする。 

  なお、この要綱施行時にすでに採取業登録を行っている砂利採取業者が継

続して、専ら採取に使用している船舶及びこの船舶が老朽化等により廃船され

る場合の代替船舶を含むものとする。 

(採取区域) 

第３条 次の各号に掲げる区域においては、採取の認可を行わないものとする。 

(１) 海岸法(昭和31 年法律第101 号)第２条第２項の一般公共海岸区域及び同

法第３条第１項の規定により指定された海岸保全区域 

(２) 自然公園法(昭和32 年法律第161 号)の規定により指定された公園内の海

中公園地区の周辺1 キロメートルの当該海中公園地区に接続する海面内 

(３) 港湾法(昭和25 年法律第218 号)の規定により指定された港湾区域及び公

告水域 

(４) 漁港法(昭和25 年法律第137 号)の規定により指定された漁港の区域 

(５) 魚礁等漁場造成区域の周辺1 キロメートル以内 

(６) その他、知事が水産業等の他産業に影響を及ぼすおそれがあると認める区

域 

(認可採取総量) 

第４条 知事は、年間の認可採取総量を決定するものとする。 

(一認可当たり採取面積) 

第５条 一認可当たりの採取面積は、150 万平方メートル以内とする。 

(採取期間) 



第６条 採取の期間は1 年以内とする。 

(災害防止方法) 

第７条 採取計画の災害防止等の方法は、次の各号に掲げるものによるものとす

る。 

(１) 沿岸地形への影響を最小限度のものとするため、採取範囲と海岸線との距

離は、海浜地にあっては2 キロメートル及び陸岸にあっては300 メートル以

上の保安距離を確保するものとする。ただし、沿岸の市町長の同意が得られ

る場合はこの限りではない。 

(２) 採取方法 

① 採取の時間は日の出から日没までとする。 

② 同時に一つの採取区域内で操業できる採取船の数は3 隻以内とする。 

③ 採取は、バケット方式、ポンプ方式等の海水の汚濁が少ない方式によるも

のとする。 

④ 認可期間を１年に換算した場合の掘削深は３ｍまでを基本とし、掘削に

より周囲半径20mとの水深の差が10mを超える場所が生じないようにするも

のとする。 

 (３) 採取船は、作業中認可書の写しを携行するとともに、採取計画区域内で

の採取を確認するため、位置測定器械を装備しなければならない。 

(漁業関係者の同意) 

第８条 申請区域及びその付近に漁業協同組合等の利害関係者があるときは、佐

賀県漁業調整規則(昭和45 年佐賀県規則第38 号)第43 条及び松浦海区にお

ける土砂採取等取扱要領の規定に基づく同意書を添付しなければならない。 

(違反等に対する措置) 

第９条 砂利採取計画の認可を受けた者が、法及びこの要綱の規定に違反して海

砂利の採取を行った場合は、次回の認可を最長12月の期間行わないものとす

る。 

２ 第７条第２号④に規定する掘削深が３ｍを超え、又は掘削により周囲半径

20m との水深の差が 10m を超える場所が生じた場合は、前項の規定にかかわら

ず、当該場所を含まない区域に係る次回の認可を行うことができるものとす

る。 
（認可申請書等の提出） 
第 10 条 採取計画の認可を受けようとする者は、採取計画認可申請書（様式第

１号）（以下「申請書」という）を知事へ提出するものとし、提出部数は正本

１通（河川砂防課）、副本６通（関係海上保安部、水産課、関係土木事務所、

関係市町、九州電力株式会社、西日本電信電話会社）とする。 
２ 知事は、認可に当たっては、副本にて各関係機関（関係土木事務所を除く。）



へ意見照会を行うものとする。 
３ 申請書には、次に定める方法により作成した図書を添付しなければならな

い。 
（１）位置図 海上保安庁水路部発行の海図を使用し、申請区域を実線で明示

するとともに、各点毎の緯度及び経度を記載すること。 
（２）求積図 掘削に係る土地の求積表を記載し、面積を算出すること。 
（３）実測平面図、実測断面図等 別記「海砂採取に係る提出図書作成要領」

により作成すること。 
（４）法第３条の登録を受けていることを示す書類（砂利採取業者登録証の写

し） 
（５）海砂利採取管理・監督計画書（様式第２号） 各業務主任者の砂利採取

業務主任者試験合格証の写しを添付すること。 
（６）砂利採取場で砂利の採取を行うことについて申請者が権限を有すること、

又は権限を取得する見込みが十分であることを示す書面（関係漁協の同意書

等） 
（７）その他参考となる事項を記載した図面又は書面 

（採取船の船舶国籍証書及び船舶検査証書等） 
（実績報告） 
第 11 条 砂利採取を行った者は、砂利の採取計画等に関する規則（昭和 43 年
省令第１号）第９条に規定する業務状況報告書の写しを、毎年４月末日まで

に知事に提出しなければならない。 
２ 砂利採取を行った者（当該区域について引き続き採取計画の認可を受けよ

うとする者を除く。）は、前項の業務状況報告書に第10条第３項第１号及び第
２号の書類を添付しなければならない。 
附 則 

(施行期日) 

第１条 この要綱は、平成10 年11 月20 日から施行する。 

(経過措置) 

第２条 この要綱の施行日前に法による認可を受けた者は、その認可期間満了の

日まで従前の例によるものとする。 

附 則 

この要綱は、平成13年12月13日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成14年4月1日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 



     附  則 

 この要綱は、平成 16 年 8 月 30 日から施行する。 

     附  則 

(施行期日) 

第１条 この要綱は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

第２条 この要綱の施行日前に法による認可を受けた者は、その認可期間満了

の日まで従前の例によるものとする。 

     附  則 

この要綱は、平成 26 年 12 月 4 日から施行する。 

 

  



別記 

海砂採取に係る提出図書作成要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、佐賀県海砂利採取計画認可要綱第 11 条第３項第２号に規

定する提出図書の作成について定めるものとする。 

 （マルチビーム深浅測量） 

第２条 提出図書は、GPS 固定局（基準局）を設置し、船舶に搭載したマルチビ

ーム及び GPS により海底状況を X･Y･Z データで収集する。 

 （提出図面） 

第３条 提出図面は次のとおりとする。 

 （１）水深図 

 （２）等深線図（等深線は着色して提出） 

 （３）鳥瞰図 

 （４）縦横断図 

 （５）掘削状況推移図 

２ 申請に係る区域が申請前に掘削を行っていない場合における提出図書は、

前項の規定にかかわらず、水深図、等深線図及び鳥瞰図とし、２回目以降は、

鳥瞰図、縦横断図及び掘削状況推移図とする。 

 横断図は、掘削区域について 20ｍピッチで作成し、50ｍ間隔で測量値を記

載する（測量値の記載地点は次回以降の認可申請時に作成する縦横断図にお

いても変更しない。）。 

  あわせて、これらの地点を通る縦断図を作成する。 

３ 横断図については、元の海底を「緑」、前回の海底を「青」、今回の海底を

「赤」で着色すること。 

   掘削状況推移図については、－３ｍ以浅を「茶」、－３ｍ～－５ｍを「緑」、

－５ｍ以深を「黄」で着色すること。 

４ 前項までの図面は、採取区域毎に A3 サイズにより提出するものとし、縮尺

は、A3 サイズを最大限利用できる縮尺とする。 

５ 上記にかかわらず、河川砂防課長は、必要な図面の提出を求めることがで

きる。 

 （電子データ） 

第４条 第３条に掲げる図面の他、測量の成果を CAD による三次元座標データ

（電子データ）でも提出するものとする。 

  



様式第１号（第 11条関係） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐 賀 県 収 入 証 紙 

 

は り 付 け 欄 

 

(消印をしないこと) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

×整理番号 

 

 

 

×審査結果 

 

 

 

×受理年月日 

 

   年  月  日 

 

×認可番号 

 

 

 

 

 

 

      (注)×印は記入しないこと 

 

 

海砂利採取計画認可申請書 

 

       平成  年  月  日 

 

 佐賀県知事   様 

 

  住所 

  氏名または名称 

  及び法人にあっては 

  その代表者の氏名 

 

  登録年月日  昭和・平成  年  月  日 

 

  登録番号  佐賀第   号 

 

    (電話番号     －   －     ) 

 

 

 砂利採取法第 16 条及び佐賀県海砂利採取計画認可要綱の規定に基づき、次のとおり海砂

利採取計画の認可を申請します。 

 



１ 砂利採取場の区域 

 

 佐賀県 市・郡  町・村  沖 キロメートル 

 

    面積   平方メートル 

 

 

 

 

２ 採取をする砂利の種類及び数量 

 

 (1)砂利の種類   海砂  

 

 (2)採取予定数量  立方メートル 

 

 

 

３ 採取の期間 

 

 平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 

 

 

 

４ 砂利の採取の方法及び砂利の採取のための設備その他の施設に関する事項 

 

 (1)採取の方法等 

 

回数 

 

       回／日 

 

採取船 

 

        隻 

 

方式 

 

 バケット方式・ポンプ方式 

 

掘削深 

 

 

      メートル 

 

  



 (2)採取用機械及び設備等 

 

採取船名 

 

 

 

合計 

 

船舶番号 

 

 

 

 

 

船籍港 

 

 

 

 

 

総トン数 

 

 

 

 

 

用途 

 

 

 

 

 

船舶所有者 

 

 

 

 

 

従業員 

 

 

 

 

 

業務主任者 

 

 

 

 

 

積載量 

 

 

 

 

 

1日稼働数 

 

 

 

 

 

1月採取量 

 

 

 

 

 

年間採取量 

 

 

 

 

 

バケット 

 

 

 

 

 

ポンプ能力 

 

 

 

 

  



５ 砂利の採取に伴う災害の防止のための方法及び施設に関する事項 

 (1)転載、沖積 

 

 

 

 (2)採取時間 

 

 

 

 (3)汚濁水の処理方法 

 

 

 

 (4)採取区域及び採取船の表示等 

 

 

 

６ 採取をした砂利の水切りの方法および設備その他の施設に関する事項 

 

 

 

 

 

７ 採取する砂利の供給先及び用途(立方メートル) 

 

 区分 

 

 

 建設業者 

 

 

 砂利販売 

 業者 

 

 生ｺﾝｸﾘｰﾄ 

 業者 

 

 自家消費 

 

 

 その他 

 

 

佐賀県内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号（第 11条関係） 

海砂利採取管理・監督計画書 

１ 砂利採取場を管理する事務所の名称、所在地及び砂利採取業務主任者住所氏名 

事
務
所 

名 称  電話番号 
 

 

所 在 地  

 

事
務
所
に
置
く
業
務
主
任
者 

住 所
 
氏 名 砂利採取業務 

主任者資格番号 

採取計画参 

画の有無 

乗船監督

の有無 
 
 

 
 

 
    県第    号

 
 

 
 

 
 

 
 

 
    県第    号

 
 

 
 

 
 

 
 

 
    県第    号

 
 

 
 

 
 

 
 

 
    県第    号

 
 

 
 

 

２ 砂利採取業務主任者の配置及び現場監督計画 

採 取 船 名 
持船･傭船

の 別 

乗船する砂利採取

業務主任者氏名 資格番号 乗船地 降船地 備考

 

 
持・傭

 

 
県第    号

 

  
 

 

 
持・傭

 

 
県第    号

 

   

 

 
持・傭

 

 
県第    号

 

   

砂利採取作業時間        時   分から    時    分まで 

 
３ 監督上特に留意すること 
 (1) 日常業務における留意事項 
 
 
 (2) 従事者に対する災害防止教育の方法 
 
 
 (3)  （ア）災害が発生し、又は発生するおそれが生じた場合の対策及び措置 
 
 

（イ）（ア）の場合における緊急連絡体制 


